
会計 款 項 目
多額
経費

一般 5 1 1 　　

担当課室

担当課室長

Ⅰ　改革・改善内容（＝事務事業をより良く実施するための方策）

Ⅱ　事務事業の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 単位

ⅰ 152 174 154 人
ⅱ 3,241 2,952 2,986 人
ⅲ 135 133 126 人

③事務事業のコスト 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 3,734 3,403
国支出金（千円）
県支出金（千円）
市債その他（千円）

一般財源（千円） 3,734 3,403
Ⅳ　評価・検討

ⅰ市関与の妥当性 3高い
ⅱ有効性 3高い

Ⅴ　多額の経費を要する事業等の「実施計画」における達成状況

当初
H29⇒30繰越

補正
流用・充当

③上記評価の理由

①課題（目的に対す
る現状など）

令和元年度予算
3,659

3,659

非常勤職員賃金

1,152 中小企業退職金共済掛金補助金

令和元年度　鎌ケ谷市事務事業評価表（事後）（標準評価表）

商工振興課

青木　真也

①平成30年度の事
業の成果

各世代向けの就職支援セミナーの実施及び、若者を対象に就職相談を毎月開催
し、参加者に「無料職業紹介所」を周知した。また、市広報誌等により、中小企業退
職金共済掛金補助金の周知を図った。

①前回
の評価
で掲げ
た内容

②事務事業の概要
中小企業退職金共済掛金補助金や無料職業紹介事業及び就職支援セミナー（子
育てお母さん再就職支援セミナーを含む）等の開催により雇用の安定化を図る。

雇用安定事務に要する経費

③環境分析（事業開始
からの状況変化や今後の
見込み・市民意向など）

②①に
基づく
取組み
結果

事務事業名

政策

③令和元年
度に取組む
改革・改善
内容

各種就職支援セミナー（子育てお母さ
ん再就職支援セミナーを含む）を近隣
自治体と開催し、連携を図り、雇用の
安定化を図る。「無料職業紹介所」の
周知を図るとともに、相談業務を充実
させ、就職支援を図る。また、市広報
等により、中小企業退職金共済掛金
補助金の周知を図る。

各種就職支援セミナーを近隣自治体と開催し、連携を
図り、雇用の安定化を図る。
「無料職業紹介所」の利用者増加に向け、チラシや広
報等で周知するとともに、相談業務を充実させ、就職支
援を図る。

施策

33活力ある産業を育成します

333活力ある工業の育成

ⅳ効率性

無料職業紹介所に係る相談体制を充実させていく必要がある。

雇用の安定化を図る。

業務取得
業務取得

2,141

指標名称

退職金共済加入者数
わーくプラザ鎌ケ谷来所者数
就職支援等セミナー参加者数

金額（千円） 内容

中小企業においては、引き続き厳しい経営環境が続くものと予想される。また高齢化社
会の更なる進展や、再就職を考えている中高年世代や子育て中の女性から就労に対
する支援について要望がある。

各世代向けの就職支援セミナーの実施及び、若者
を対象に就職相談を毎月開催し、参加者に「無料職
業紹介所」を周知した。また、市広報誌等により、中
小企業退職金共済掛金補助金の周知を図った。

市民及び事業者
意図（対象をどう
するのか）

算定根拠

業務取得

3高い
3高い

ⅴ総合評価

平成30年度決算（事業費）の主な内訳

④未完了・非着手の理由

①平成30年度の計画

令和元年度への繰越額（単位；千円）

②評価

②計画に対する事業実績

6精査・検証

市内の中小企業で働く従業員の福祉の向上及び就労希望者の要望に応えられるよう、
求人求職の相談・紹介をし、雇用の安定化を引き続き図っていく必要があるため。

①目的

②成果
を表す
指標

決算額
平成30年度事業費の状況（単位；千円）

0 0

ⅲ公平性

　　

計画事業費 予算額

③達成状況

H29から
の繰越

現年分



会計 款 項 目
多額
経費

一般 7 1 2 　　

担当課室

担当課室長

Ⅰ　改革・改善内容（＝事務事業をより良く実施するための方策）

Ⅱ　事務事業の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 単位

ⅰ 9 15 10 千万
ⅱ 1,030 975 796 万
ⅲ

③事務事業のコスト 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 100,587 97,964
国支出金（千円）
県支出金（千円）
市債その他（千円）

一般財源（千円） 100,587 97,964
Ⅳ　評価・検討

ⅰ市関与の妥当性 3高い
ⅱ有効性 3高い

Ⅴ　多額の経費を要する事業等の「実施計画」における達成状況

当初
H29⇒30繰越

補正
流用・充当

令和元年度　鎌ケ谷市事務事業評価表（事後）（標準評価表）

事務事業名 中小企業資金融資等に要する経費

政策 33活力ある産業を育成します 商工振興課

施策 333活力ある工業の育成 青木　真也

①前回
の評価
で掲げ
た内容

近隣市制度融資担当課長会議の幹事市
（上半期）として、近隣市や千葉県信用保
証協会と広域的な情報交換の促進を図
る。

③令和元年
度に取組む
改革・改善
内容

近隣市や千葉県信用保証協会と広
域的な情報交換の促進を図る。ま
た、中小企業融資制度パンフレット
の配架やＨＰを活用し、中小企業に
融資制度の周知を図る。

②①に
基づく
取組み
結果

近隣市制度融資担当課長会議の幹事市（上半期）と
して円滑に会議を進行し、日頃から近隣市で抱えて
いる融資事務をする上での疑問点について情報交
換を行い、業務に活かすことができた。

①目的 市内の中小企業者
意図（対象をどう
するのか）

資金融資を通じ、中小企業の経営
の安定及び振興を図る。

②事務事業の概要 中小企業に対する資金融資や融資の利子に対する利子補給を行う。

③環境分析（事業開始
からの状況変化や今後の
見込み・市民意向など）

中小企業を取り巻く環境は、緊急的な資金ニーズの減少、民間金融機関による貸し出し状
況の持ち直し、また実勢金利の低下など、他の融資制度の環境が以前に比べ整っている状
況であり、中小企業の経営環境は現在の状況のままで推移していくことが予想される。

①平成30年度の事
業の成果

近隣市制度融資担当課長会議の幹事市（上半期）として円滑に会議を進行し、日
頃から近隣市で抱えている融資事務をする上での疑問点について情報交換を行
い、業務に活かすことができた。

②成果
を表す
指標

指標名称 算定根拠

資金融資額 業務取得
利子補給金 業務取得

平成30年度決算（事業費）の主な内訳 令和元年度予算
金額（千円） 内容 100,395

7,964 中小企業資金融資貸付金利子補給金

90,000 中小企業資金融資預託金

ⅳ効率性 3高い

100,395

計画事業費 予算額 決算額

①課題（目的に対す
る現状など）

中小企業の経営を安定化させるため、民間金融機関等の融資制度も含め、情報を
把握する必要がある。

②評価
ⅲ公平性 3高い

ⅴ総合評価 6精査・検証

0 0

H29から
の繰越

③上記評価の理由
中小企業融資制度を周知し、資金融資等の活用により中小企業の事業活動の促
進及び経営の安定化を図るため。

①平成30年度の計画
平成30年度事業費の状況（単位；千円）

③達成状況 　　
現年分

④未完了・非着手の理由
令和元年度への繰越額（単位；千円）

②計画に対する事業実績



会計 款 項 目
多額
経費

一般 7 1 2 ○

担当課室

担当課室長

Ⅰ　改革・改善内容（＝事務事業をより良く実施するための方策）

Ⅱ　事務事業の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 単位

ⅰ － 10,000 － 部
ⅱ 6,710 7,288 5,039 件
ⅲ － － 1 回

③事務事業のコスト 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 1,000 1,948
国支出金（千円）
県支出金（千円）
市債その他（千円）

一般財源（千円） 1,000 1,948
Ⅳ　評価・検討

ⅰ市関与の妥当性 3高い
ⅱ有効性 3高い

Ⅴ　多額の経費を要する事業等の「実施計画」における達成状況

当初 2,555
H29⇒30繰越

補正
流用・充当

令和元年度　鎌ケ谷市事務事業評価表（事後）（標準評価表）

事務事業名 企業誘致基本計画推進事業

政策 33活力ある産業を育成します 商工振興課

施策 333活力ある工業の育成 青木　真也

①前回
の評価
で掲げ
た内容

「鎌ケ谷市企業誘致促進条例」及び「鎌ケ谷市企業誘致促
進条例施行規則」に基づき、企業誘致支援制度のPR、企
業及び地権者訪問、企業に提供可能な立地情報と進出希
望企業のニーズを照合するマッチングシステム、相談窓口
やワンストップサービス等により企業誘致の推進を図る。

③令和元年
度に取組む
改革・改善
内容

企業・地権者（不動産会社）訪問を
積極的に行い、市の企業誘致支援
制度をPRしていく。②①に

基づく
取組み
結果

マッチングシステムのリーフレット作製や企業誘致推進協議会を開催し、市の
企業誘致支援制度をPRした。また、6/1から任用したプロジェクトマネージャーと
共に企業・地権者訪問を実施した。さらに、5/18に（一社）千葉県宅地建物取引
業協会市川支部と「産業用不動産物件情報の共有に関する協定」を締結しマッ
チングシステムを構築したほか、企業誘致推進部会を開催し、ワンストップサー
ビス体制を整備した。

①目的 市内外の企業及び市民
意図（対象をどう
するのか）

市内への企業立地の促進及び市民
の雇用の場の創出

②事務事業の概要
企業誘致基本計画、企業誘致促進条例及び施行規則に基づき、プロジェクトマネー
ジャーを活用した企業・地権者訪問などを実施するとともに、企業立地奨励金等を活用
し、企業誘致の促進を図る。

③環境分析（事業開始
からの状況変化や今後の
見込み・市民意向など）

今後も地域経済の活性化、雇用機会の創出、税収の増加等に繋がる新たな企業の立
地が求められる。また、「立地を活かした新産業の誘導」は、市民意識調査によると不
満足となっている。

①平成30年度の事
業の成果

（一社）千葉県宅地建物取引業協会市川支部との「産業用不動産物件情報の共有に関
する協定」の締結、プロジェクトマネージャーの任用、マッチングシステムリーフレットの
作製、企業誘致推進部会の開催、企業・地権者訪問、企業誘致推進協議会の開催　等

②成果
を表す
指標

指標名称 算定根拠

パンフレット作製部数 業務取得
ホームページアクセス件数 業務取得
企業誘致推進協議会開催数 業務取得

平成30年度決算（事業費）の主な内訳 令和元年度予算
金額（千円） 内容 2,985

1,478 プロジェクトマネージャー報酬
324 企業誘致ホームページサーバー使用料

ⅳ効率性 2普通

2,985

計画事業費 予算額 決算額

①課題（目的に対す
る現状など）

企業の市内への進出意欲を高め、その後押しとなるよう、マッチングシステムを活用し、用地を確保す
る必要がある。また、インフラ整備や用途変更など、企業誘致のためにはハード面とソフト面の両輪の
施策で取り組んでいく必要がある。

②評価
ⅲ公平性 2普通

ⅴ総合評価 7拡充

6/1よりプロジェクトマネー
ジャーを配置

2,555 2,555 1,948

H29から
の繰越

③上記評価の理由
プロジェクトマネージャーを積極的に活用し、企業誘致施策を展開していく必要があ
るため。

①平成30年度の計画
プロジェクトマネージャー、企業
誘致審査委員会委員報酬等

平成30年度事業費の状況（単位；千円）

③達成状況 完了
現年分 1,948

④未完了・非着手の理由
令和元年度への繰越額（単位；千円） 0

②計画に対する事業実績



会計 款 項 目
多額
経費

一般 7 1 2 ○

担当課室

担当課室長

Ⅰ　改革・改善内容（＝事務事業をより良く実施するための方策）

Ⅱ　事務事業の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 単位

ⅰ 61 129 142 人数
ⅱ
ⅲ

③事務事業のコスト 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 3,200 3,200
国支出金（千円）
県支出金（千円）
市債その他（千円）

一般財源（千円） 3,200 3,200
Ⅳ　評価・検討

ⅰ市関与の妥当性 3高い
ⅱ有効性 3高い

Ⅴ　多額の経費を要する事業等の「実施計画」における達成状況

当初 3,200
H28⇒29繰越 0

補正 0

流用・充当 0

令和元年度　鎌ケ谷市事務事業評価表（事後）（標準評価表）

事務事業名 創業支援事業

政策 33活力ある産業を育成します 商工振興課

施策 333活力ある工業の育成 青木　真也

①前回
の評価
で掲げ
た内容

国から認定を受けた創業支援事業計画に基づ
き、特定創業支援事業である創業セミナーを実
施する。また、創業機運の醸成を踏まえた創業
支援事業計画の更新認定手続きを行う。

③令和元年
度に取組む
改革・改善
内容

鎌ケ谷市創業支援等事業計画に基
づいて創業セミナーを実施するにあ
たり、受託事業者をプロポーザル方
式により選定する。これまでの掘り
起し作業は、参加者数からも成果に
繋がっており、そのまま継続する。

②①に
基づく
取組み
結果

平成３０年１２月に鎌ケ谷市創業支援等事
業計画が経済産業省関東経済産業局に
よって認定となった。

①目的
市内で創業しようとする全て
の者

意図（対象をどう
するのか）

創業する人が増え、既存の企業が新サー
ビスを展開することにより、地域の活性化
を図る。

②事務事業の概要 民間事業者に業務委託し、創業支援セミナーを開催する。

③環境分析（事業開始
からの状況変化や今後の
見込み・市民意向など）

本市では、創業支援を推進すべく、平成２７年度に「創業支援事業計画」を国に提出し、
認定されたところである。平成２８年度から創業支援セミナーを開催しているが、受講者
は創業までにある程度の期間を要するため、継続的な支援が必要である。

①平成30年度の事
業の成果

創業支援セミナー（基礎コース２回、実践コース５回、テーマ特化コース２回）及び個
別相談会を開催した。

②成果
を表す
指標

指標名称 算定根拠

創業支援セミナー参加者数

平成30年度決算（事業費）の主な内訳 令和元年度予算
金額（千円） 内容 3,200

3,200 創業支援事業企画運営委託

ⅳ効率性 3高い

3,200

計画事業費 予算額 決算額

①課題（目的に対す
る現状など）

今後は創業希望者の掘り起しに加えて、創業機運の醸成が必要である。

②評価
ⅲ公平性 3高い

ⅴ総合評価 6精査・検証

セミナー開催等
3,200 3,200 3,200

H29から
の繰越

③上記評価の理由
地域活性化を図るため、新たに創業支援等事業計画を策定し、創業者の掘り起し
をする必要があるため。

①平成30年度の計画 セミナー開催等
平成30年度事業費の状況（単位；千円）

0

③達成状況 完了
現年分 3,200

④未完了・非着手の理由
令和元年度への繰越額（単位；千円） 0

②計画に対する事業実績



会計 款 項 目
多額
経費

一般 7 1 2 ○

担当課室

担当課室長

Ⅰ　改革・改善内容（＝事務事業をより良く実施するための方策）

Ⅱ　事務事業の目的・概要

対象

Ⅲ　事務事業の成果やコストの状況

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 単位

ⅰ 3,847 3,542 3,982 千円
ⅱ
ⅲ

③事務事業のコスト 平成29年度決算 平成30年度決算

事業費（千円） 3,542 3,982
国支出金（千円）
県支出金（千円）
市債その他（千円）

一般財源（千円） 3,542 3,982
Ⅳ　評価・検討

ⅰ市関与の妥当性 3高い
ⅱ有効性 3高い

Ⅴ　多額の経費を要する事業等の「実施計画」における達成状況

当初 4,514
H28⇒29繰越 0

補正 0

流用・充当 0

令和元年度　鎌ケ谷市事務事業評価表（事後）（標準評価表）

事務事業名 コミュニティビジネス事業・ベンチャービジネス事業

政策 33活力ある産業を育成します 商工振興課

施策 333活力ある工業の育成 青木　真也

①前回
の評価
で掲げ
た内容

実績報告会の開催等により、事業のさらな
る周知を図り、当該補助金の申請件数の
増加を目指す。 ③令和元年

度に取組む
改革・改善
内容

補助金の申請件数増を目指し、人と
人、事業者間のネットワーク構築の
機会としての実績報告会を開催す
る。

②①に
基づく
取組み
結果

実績報告会を開催した結果、１７人の参加が
あった。また、補助金の申請については、ベン
チャービジネス事業２件、コミュニティビジネス
事業２件の計４件の申請があった。

①目的
事業を新たに市内で開始する個人、新サービ
ス・新製品・新技術の開発や提供を市内で開始
する個人事業主、法人及びその団体

意図（対象をどう
するのか）

創業する人が増え、既存の企業が新サー
ビスなどを展開することにより、地域の活
性化をはかる。

②事務事業の概要
コミュニティビジネス事業やベンチャービジネス事業を行う対象者に補助金を交付
し、新たに起業する人や市内の事業所のチャレンジを応援する。

③環境分析（事業開始
からの状況変化や今後の
見込み・市民意向など）

当該補助金制度は、平成２４年度より地域課題をビジネスの手法によって解決することや、新しい発想をもって新
商品や新サービスを展開することを目的として実施している。このような中、平成２７年度からは、事業を開始してい
ない個人だけでなく、既存の事業所も対象として、条件緩和による制度の拡充をはかっている。

①平成30年度の事
業の成果

市内で事業を展開する個人及び法人８件からの申請があり、その内、事業が適格
と認定された４件が事業を行った。

②成果
を表す
指標

指標名称 算定根拠

補助金交付額 業務取得

平成30年度決算（事業費）の主な内訳 令和元年度予算
金額（千円） 内容 4,514

7 コミュニティ・ベンチャービジネス事業補助
金審査会委員報償

3,975 コミュニティ・ベンチャービジネス事業補助金

ⅳ効率性 3高い

4,514

計画事業費 予算額 決算額

①課題（目的に対す
る現状など）

平成２４年度から当該事業は実施しており、平成２７年度からは申請要件の緩和を
図っているものの、未だに当該事業を知らない市内事業者は多い。

②評価
ⅲ公平性 3高い

ⅴ総合評価 6精査・検証

報償費・補助金
4,514 4,514 3,982

H29から
の繰越

③上記評価の理由
効果的に事業の周知を図る必要があることから、実績報告会の実施等、事業所同
士の横の繋がる機会を提供する。

①平成30年度の計画 報償費・補助金
平成30年度事業費の状況（単位；千円）

0

③達成状況 完了
現年分 3,982

④未完了・非着手の理由
令和元年度への繰越額（単位；千円） 0

②計画に対する事業実績


